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中国における CVP分析の展開
ー「商品保本保利期分析法」を中心として
水野一郎
I はじめに
「人生70古来稀」（杜甫）。杜甫の時代とは違い，今Elでは決して稀では
ないが，関西大学商学部教授・商学博士末政芳信先生が古稀をなによりお
元気に迎えられたことは，先生より薫陶を受け，馨咳に接してきた箪者に
とって喜ばしく，心より祝意と謝意をあらわしたい。
末政芳信先生は， 1949年の第 1回公認会計士第 2次試験に合格され， 1953
年に関西大学商学部助手に就かれ，同年会計士第3次試験に合格された。
この時期より末政先生は，会計学研究と教育の道に入られたのであるが，
それはまた第 2次大戦後の日本における会計学と企業会計制度の発展と共
に歩まれるものでもあった。その当時，公認会計士の将来性，国民経済に
おける会計の意義と重要性，会計の社会的評価の高まりなどが相まって，
おそらくアカウンティングとアカウンタンシーに対する期待と希望は，今
Hからの想像以上のものであったと思われる！）。その意味で先生はアカウ
ンティングに夢を託された世代のお一人だったのであろう。
さて末政芳信先生は， 40数年にわたるご研究を近著で簡潔に回想されて
1) これに似た状況は現在の中国においてみられる。中国で企業会計準則と企業財務
クワァイジラー クワァイジフォンバオ
通則が施行された1993年は「会計熟」と「会計風暴」の時代の幕開けであった。
水野 [1996]38頁参照。
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いるが叫その研究領域は直接原価計算，損益分岐点分析，利益図表，利益
計画から，財務諸表分析，連結会計，セグメント会計，国際会計など多方
面にわたっている。このことは，末政先生がそれぞれの時代が要請する会
計的課題に真摯に格闘されてきた証左であり，その足跡は多数の卓越した
研究業績の中にあらわれている。その中でもとくに時間と努力を傾注され，
学会で高い評価を受けてこられたところは，利益図表やCVP分析の領域
といえるだろう。
したがって末政芳信先生古稀記念号に掲載される本稿では，中国の管理
会計を対象としつつ，その中からあえて CVP分析の現状とその特異な展
開形態である「商品保本保利期分析法」を取り上げ，検討していくことに
する。
I 中国管理会計と CVP分析
1.中国管理会計の現状と特徴
筆者は，前稿3)で中国管理会計の現状と特徴を理解するために，まず中国
の代表的な管理会計のテキストを取り上げ，つぎに企業内部の管理会計組
織に関連する法規および企業内部の会計機構に注目し，中国の管理会計の
特徴として興味深い責任会計を検討し，最後に中国独特の利益図表である
商品保本保利期分析図表を取り上げ，考察してきた。
ここでまず前稿で明らかになったことを少し振り返ってみよう。中国の
管理会計テキストがそれぞれ若干の相違と特徴をもちながらも，アメリカ
の典型的な管理会計のテキストとそれほど大差がない構成と内容になって
いたことである。実際，各著書の緒論や総論では管理と会計の問題につい
て中国的な特徴が示されているものの，その主要な内容は伝統的なアメリ
力管理会計論が参考にされ，記述されていたのである。その他の有力な管
2)末政編著 [1997]まえがき参照。
3)水野 [1996]参照。
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理会計テキストでも同様なことがみられる。
こうしたところは，李天民教授がその著書のはしがきで「洋為中用（外
国のものを中国のために役に立てる）」という原則を挙げていたが，これは
彼らの姿勢をよくあらわしたものだといえるだろう。そこでの問題は，こ
うしたアメリカの管理会計の概念や理論，技法が充分に理解され，管理会
計実践に役立てられているのか． ということである。このことについて葛
教授達は，「研究や教育面での急激な発展に比べて，管理会計の実践上の適
用における進展は比較的緩慢である。数多くの欧米の先進的技法が理論的
に探求されているが，それらはまだ実際にはほとんど用いられていない。
今日まで，ほとんどの企業における管理会計は，依然として伝統的な中国
型に留まっている。」 4)と述べいる。また筆者が中国を訪問した際に，中国
の会計研究者から話を伺うと，責任会計や予算，標準原価計算については
中国の従来からの計数管理システムとの関係で理解が容易であり，また市
場経済の進展に伴って CVP分析なども有効なものだと評価している。中
国管理会計の現状を調査した聟南大学会計系管理会計課題組も「わが国の
大型・中型企業の内で， CVP分析，責任会計の実施は，大変成果が上がっ
た」 5)と述べている。
しかし資本予算の諸技法や意思決定会計などの側面は，理解もしにくく，
問題も多いとのことである。葛教授達も「ほとんどの中国の会計関係者が，
実際的な関連においてその価値を認める 1つの管理会計領域が予算編成で
ある」と述べ．資本予算に関しても「現在では，わずかに株式会社と外資
系企業が資本の予算編成を重んじてきている。技術的には，ほとんどの長
期的な意思決定のための， もっとも一般的に用いられる予算編成方法は回
収期間法である。正味現在価値 (NPV)分析のような，よりこみいった技
法はほとんど用いられていない」 6)と指摘している。
4)路その他 [1995]178頁参照。
5)牲南大学会計系管理会計課題組 [1995]14頁参照。
6)秘その他 [1995]179頁参照。
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総じて統制会計あるいは業績評価会計といわれる領域が中国の管理会計
の中心になってきたところであり，中国の管理会計の最も核心をなす特徴
は，責任会計の中に潜んでいるようなのである。
2.中国管理会計における CVP分析の位置と内容
前節で述べたように，中国において CVP分析は，理論的にも実践的にも
かなり定着してきた管理会計技法になってきている。そこで本節ではあら
ためて中国管理会計における CVP分析関係の概念をいくつかの辞典”を
利用して整理しておきたい。
CVP分析は，中国では「成本一産量ー利潤相互関係分析」と直訳され，
一般に「本量利分析」と略称されており，「量本利分析」とされる場合もあ
る。以下CVP分析に関係ある用語を中国語と対照させてみよう（「 」内
が中国語）。
損益分岐点＝「保本点」または「盈栃臨界点」，「移本点」。損益分岐図表＝
「保本図」。変動原価＝「変動成本」。固定原価＝「固定成本」。売上＝「錆
管」。売上総利益＝「毛利」。貢献利益＝「貢献毛益」または「辺際貢献」
「創利額」。安全性マージン＝「安全界限」または「安全辺際」。安全余裕
率＝「安全界限率」または「安全辺際率」。
つぎに管理会計のテキストの中でCVP分析がどのように取り扱われて
いるかをみてみよう。
(1)余緒櫻縞著『管理会計（改訂版）』中国財政経済出版社 1990年4月 514頁。
余教授の著書では，第 3章で「損益分岐点（盈栃臨界点）と CVP関係分
析」として取り上げられ，つぎのような構成と内容になっている。
第1節 損益分岐点とそれに関するいくつかの問題
①損益分岐点とそれに関する指標，②損益分岐図表，③各要索変動の損
益分岐点に対する影響，④損益分岐点に関する補充説明
7)陸野編著[1989], Lou•Farrell 主編 [1985] ，石・銭主編 [1994] ，楊·婁主編 [1991]
参照。
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①各要索変動の目標利益実現に対する影響，②CVP分析の経営政策へ
の適用
(2)李天民編著『管理会計学』中央広播電視大学出版社1984年 7月第 1版
1992年2月第8次印刷 530頁。
李教授は，第 2章の原価習性と変動原価法および第 3章予測分析の中で
CVP分析を取り扱い，第 2章第4節では貢献利益を説明し，第5節の変動
原価法では直接原価計算と全部原価計算とを対比し，事例を交えながら詳
細に解説している。第3章第 2節の利益予測分析において利益図表やCVP
分析の様々な手法が展開されている。
(3)石人瑾・林宝塊・謝栄主編『管理会計』上海三聯書店 1994年6月 549頁。
本書では「第2章管理会計の甚本方法」において第 1節原価概念を踏ま
えたうえで，CVP分析が第2節で詳しく説明されている。CVP分析の基本
モデルから損益分岐図表，多品種の損益分岐点分析，さらに不確実性下の
CVP分析にも論及している。その後第3節で変動原価計算法について述べ
られている。
(4)朱海芳主編『管理会計学』湖北科学技術出版社1993年9月第 1版1995年
1月第 3次印刷
本書では第8章で損益分岐点分析が取り上げられ，第 1節では一次式下
での損益分岐点分析つまり伝統的なCVP分析の手法が説明されている。
第2節では非線形条件下での損益分岐点分析について詳述している。また
第12章の資金予測と目標資金計画において CVPと資金関係を統合して論
じている。全体的に新しい観点から編集されているのがこの著書の特徴と
なっている。
(5)呉大軍・劉淑蓮・陳友邦主編『管理会計』東北財経大学出版社 1996年
2月 334頁。
本書は東北財経大学の博士課程指導教授である谷棋教授の監修によって
編集されたテキストである。 CVP分析は，第4章のCVP分析とその適用
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のなかで論及され，第 1節貢献利益と損益分岐点，第2節損益分岐図表，
第3節損益分岐点分析という構成でわかりやすく伝統的な CVP分析の技
法が説明されている。
(6)財政部注冊会計師考試弁公室編『財務管理』中国財政経済出版社 1993 
年6月。
本書は1993年中国公認会計士（注冊会計師）試験の要綱に沿って試験準
備のために編集されたテキストである。その意味では制度化された学問的
内容となっている。 CVP分析は，本書の第 6章財務計画の第 1節で取り上
げられ，第2節では損益分岐点分析が説明されている。内容としても伝統
的な損益分岐点分析について述べられており，この種の技法が定着したも
のとなっていることがここでもわかるのである。
I CVP分析の展開としての商品保本保利期分析
前章でみてきたように，一般に中国の管理会計のテキストで説明されて
いる CVP分析は，日本やアメリカと同様のきわめて伝統的なものであっ
た。しかしこれ以外に中国の商業部（現在は国内貿易部）が1980年代の数
年間の実績を踏まえて1987年4月に提出した商品保本保利期分析法が一種
のCVP分析として位置づけられることがある。これは，日本やアメリカそ
の他の国ではあまり見かけないユニークなものである。前稿では商業部の
会計領域において長く理論的指導を務められてきた北京商学院の張以寛教
授の所説を中心にして紹介してきたので，本稿では天津商学院の李玉明教
授の見解をベースにしてこの商品保本保利期分析を考察していく。
李玉明教授は，この保本保利期分析法を高く評価し， CVP分析の新しい
発展として位置づけておられる。筆者が1991年にお会いした際，この理論
と技法をアメリカで講演したときには大きな反響があったと述べておられ
たのが印象に残っている。ここでは李玉明教授の「時間空間両系の量本利
分析法ー量本利分析の新しい発展ー」8)という論稿を取り上げてみたい。李
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教授は．保本保利期分析法を伝統的なCVP分析と比較しながら．その内容
と特徴を明らかにしようとされている。
李教授によれば，1981年から，中国の会計分野では，商業企業の中でCVP
分析の原理を利用して商品在庫の損益分岐点（保本期）と目標利益確保期
間（保利期）の分析を実施して効果があり，そのため1987年4月，商業部
は活用方法を作成し，全国の商業系統で推進し始めたそうのである。李教
授は．「CVP分析はもともと単一のものであったが，現在では，時間，空間
という両方向へ発展している」と認識し，伝統的なCVP分析と保本保利期
分析をつぎのように特徴づけている。すなわち「伝統的なCVP分析とは．
一定の期間内（たとえば一年間あるいはーカ月）である企業のある製品の
損益分岐（保本）と目標利益確保（保利）の販売量（販売額）を分析する
ものである。時間が固定している場合には．主に空間的な変化を分析する。
保本保利期分析とは．ある商業企業のある商品の損益分岐点と目標利益確
保期間の在庫期間を分析するものである。空間が固定している場合には，
主に時間的な変化を分析するものである」。
以下．李教授の主張をできるだけわかりやすく紹介してみよう。
1.両者は同一の原理を適用している
ある製品（商品）の全部原価を変動原価と固定原価の 2つの部分に分け
る。そして損益分岐点（保本点）を求めて，損益分岐（保本）と目標利益
確保（保利）の分析を行う。時間．空間の両系統のCVP分析は．この同一
原理を応用している。
基本公式： 売上高一変動原価一固定原価＝利益
時間，空間の両系統が違うので．変動原価と固定原価を区分する基準も
異なっている。伝統的なCVP分析中の変動原価は，販売量にしたがって変
化するものであるが．固定原価は販売量にしたがって変化しないものであ
8)李玉明 [1992]190-196頁（彰華訳 [1992]151-155頁）参照。
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る。保本保利期の分析中の変動原価は，在庫期間にしたがって変化するも
のであるが，固定原価は在庫期間にしたがって変化するものではない。
まず伝統的な CVP分析の基本公式を具体化すると，
（販売単価x販売数量）一（単位変動原価X販売数量）一固定原価＝利益
なので，つぎのような公式が導出できる。
損益分岐点販売量 ＝固定原価＋ （販売単価ー単位変動原価）
目標利益確保販売量＝ （固定原価＋目標利益）＋ （販売単価ー単位変動原
価）
つぎに保本保利期分析では，商業企業の中で商品の在庫期間の関係によ
り，変動原価と固定原価が区分されるので，変動原価は主に商品の保管費
用と商品に関係する資金の利子費用であり，固定原価は販売商品の仕入原
価と売上税と固定経費（たとえは商品運送費など）である。
ここでその基本公式を具体化すると，
売上高一（販売商品の仕入原価十売上税＋固定費）ー (1日当たりの変動
費x在庫期間の日数）＝利益
なので，つぎのような公式が導出できる。
損益分岐点在庫B数＝（売上総利益一売上税一固定費）---,-1 B当たりの変
動費
目標利益確保在庫B数＝（売上総利益一売上税一固定費一目標利益）---;-1日
当たりの変動費
（注：売上総利益＝売上高一販売商品の仕入原価）
なお計算の便宜のため，実際に適用する場合，絶対額に替えて比率で計
算を行う。
さて保本保利期分析を図であらわすとつぎのようになる。
中国におけるCVP分析の展開（水野） (387) 147 
金額（あるいは比率）
10 
?
?
?
?
損益分岐点（保本点） B 
利益ゾーン
目標利益確保
（保利点） P 
全部原価線
2、ア
損失ゾーン
売上総利益線
目標利益
固定費と売上税線
?
? ? ? ? ?
＇ ＇ ＇ ヽ
＇ 80 
図3-1
在庫期間（日数）
120 
図のデータ：固定費＝2.8%，売上税＝3.2%，両者の合計＝ 6%,
1 B当たりの変動費＝0.05%，売上総利益＝10%,
目標利益＝ 2%,損益分岐点在庫日数（保本期）＝80H,
目標利益確保在庫H数（保利期）＝40H。
2. CVP分析の適用範囲が拡大される
伝統的な CVP分析は，主に工業企業の短期経営政策に適用される。まず
ある製品の損益分岐点販売量を計算し，さらに目標利益，販売量，販売単
価と単位変動原価と固定原価の最適な選択を求める。この方法は，部品の
自製か外注か， 売価が原価より低い特殊な注文書を受諾するか否か， それ
に欠損品（あるいは部門，職場）の生産を停止する
か否かなどの問題にも応用される。
（あるいは閉鎖する）
商業企業の経営は，品種が多いので一般的にはただ総合的に計算して企
業全体の損益分岐点販売額と目標利益確保販売額を計算する。
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保本保利期分析は，商業企業の中で適用範囲を拡大し，有用なものとな
っている。その方法は，商品の資金の管理（雨業企業の財務管理の主要な
部分）に適用される。現在それは企業のあらゆる商品の分析に大変役立っ
ている。予測的な決定に応用されるだけでなく商品の仕入，販売，在庫の
B常の管理にも適用されている。たとえば仕入の際に，仕入れるかどうか，
どの仕入先から購入するか，どんな価額で購入するか，仕入数朧などを決
定する。また販売する際に，値引き販売するか，延期して代金を受け取る
かなどを決定する。在庫商品が1呆利期と保本期に近づいているかどうか，
それを越えたかどうかを常に検査することができ，それに対して適切な対
策をとることができる。
3.原価区分の難題の解決
損益分岐点分析法の最大の難題とは，変動原価と固定原価の区分である。
保本保利期分析にも同じ問題がある。この問題は中国の実践の中でうまく
解決できた。一般的なやり方では，変動原価については主な 2項目を計算
する。すなわち商品保管費と商品資金の利子費用である。固定原価は販売
商品の仕入原価，売上税と固定費の 3項目である。その中の固定費は， 2 
項目に分けて計算する。すなわち商品の運賃と“その他の配賦費用”であ
る。“その他の配賦費用＂は，企業の全部の商品の“その他の配賦経費＂の
前年の実績により費用率を計算する。しかし，今年の変動の要索をも考慮
に人れるべきである。
一般的な企業では，経営の商品のすべてを関連経費率によりいくつかの
種類に分ける。代表的な平均経費率を見つけてそれにより“売上総利益率
と保本保利期対照表”を作る。仕入係は，外注する時それをもっていれば
利用しやすい。 1呆本保利期は，主に“信号を出す”役割を果たす。それゆ
え便宜さのために計算がちょっとおおまかになっても管理の要求を満足さ
せうるのである。
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4.保本保利期の分析とその他の定量分析方法との比較
貨幣の時間価値との比較であるが，貨幣の時間価値では，時間にしたが
って変化するのが利子という要索しかない。 1呆本保利期には，利子と保管
費という 2つの要索があるので商品資金の管理に更に適合する。
また経済的発注量法との比較であるが，経済的発注量法は，費用中の各
要索（購入費用と1呆管費用）の関係により，「両者の和を最小値にすること」
と考えられる。これは主に工場の一年中の生産用の原料と材料に適用され
る。 1呆本保利期は，売上総利益，費用およぴ利益という三方面の要索を考
慮するので，経営の弾力性のある商業企業に適用される。
つぎに商品循環（入荷途中，販売準備と陳列などの循環）により在庫の
B数を計算する管理との比較であるが，中国ではこの方法は理論上成立す
るが，実践上は遂行できない（計算が細かすぎて複雑なため）。これに対し．
保本保利期分析は損益から考え出し，方法が簡単で遂行しやすい。もしあ
る商品の保本保利期が短かすぎても，それが企業の必ず備えておかねばな
らない商品である以上．特殊な例として処理できる。
商品の自然の寿命期（保質保鮮期）と経済寿命期（ある商品が“投入，
発展，成熟，衰退”の段階のどこに属するか）についてであるが，保利期
と保本期がいくら長くても，商品は必ず品質保証と鮮度が確保できる期間
（保質，保鮮期）内で売り出すべきである。商品の経済寿命期が“衰退＂
段階にあり， もうすこしで市場で淘汰されるのならば，保利保本期が長く
ても経営できないのである。
最後に商品の回転率との関係であるが，これは一般的にはある企業のす
べての商品を指し，ただ平均的な在庫額と売上高（または仕入原価）と比
較する。そこでは保本保利の要索を考慮に入れられていないが，保本保利
期分析は，各種のそれぞれの商品を対象にして，保本保利の要索をも考慮
した予測データとなっている。
このように中国では成功的に商品の保本保利期の分析を遂行した。単一
のCVP分析を時間，空間という両系統に区分したことは，理論と実践の両
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面での重大な突破口であると考えられる。しかしこれらは良好な端緒にす
ぎず，一層の改良に努力しなければならないであろう。
以上，李教授の見解に即して，保本保利期分析法の甚本的な内容と特徴
を紹介してきた。これによって CVP分析の展開形態としての保本保利期
分析法の概要がほぼ明らかにされたと思われる。前稿で取り上げた張以寛
教授とは図表の描き方が違うが，内容は変わるものではない。
IV 保本保利期分析の成功事例
この保本保利期分析法については，北京商学院の張以寛数授や天津商学
院の李玉明教授以外にも商業部関係の張達志教授が「商品保本保利期的予
測方法」，「商品保本保利期管理中的応用手段及範囲」，「商品保本保利期管
理中反饒与考核」という 3つの論文の中でその内容と方法を説明している。
これらは，基本的構造として上記の両教授が説明してきたものとほぽ同様
なものである。なおこれらは，保本保利期分析が実施されてきた事例等と
共に小冊子のような単著にまとめられている9)。そこで張達志教授の見解
は別の機会に取り上げることにして，本章では報告された実際の成功事例
を検討することにしたい。
事例の表題は，「保本保利期管理を実施して，購入と販売とのバランスを
取り，経済効益は大幅に上昇した」というように書かれている。
さてこの会社（公司）は，飴やキャンディー類，煙草，酒，青果物など
を取り扱い， 2つの卸売部門， 1つの総合商店， 1つの野菜売場という 4
つの採算部門（核算単位）を持ち，従業員は102人である。またこの会社は，
9) この著書は全文78頁の小さなものであるが，筆者はコピーしか持っていない。し
かも表紙のコピーがないため，出版者や発行年，表題があきらかではない。コピー
を贈っていただいた北京商学院の謝志華教授に問い合わせたところ，以前のものの
ため残念ながら現物はなく失念したということであった。いずれ機会を見つけて正
確を期したい。貴重な資料を提供していただいた北京商学院の謝志華教授の友情に
は厚く感謝申し上げる。
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河北省の最北部にあり，山地が多く，農業可能地域がわずかな貧しい地区
に位置し，交通も不便なところにある。毎年の売上高は700万元ぐらいしか
なく，在庫品の量が多く，経営状況はよくなかった。こうした状況の中で，
1983年の後半から，卸売部門に商品の保本保利期管理法を採用し， 4年来
この方法を続けた結果，購入，販売，在庫のバランスがよくなり，在庫が
減少し，資金繰りが良くなり，経済効益が大幅に上回ってきた。経営業績
は，つぎの表4-1のように改善してきた。
表4-1 単位：万元、 H、%
こ 売上高 利益 利益率 在庫回転 資金利益率日数
1982年 720 17.1 2.26 36 12.17 
1983年 781 17.0 2.17 35 14 
1984年 805.6 27.5 3.41 26.3 40.44 
1985年 803.9 28.4 3.42 20 35.78 
1986年 799.1 30.1 3.81 23 33.61 
さてこの会社の保本保利期分析を活用した管理方法をつぎの 3つの側面
から説明してみよう。
1.商品保本保利期計算とその適用方法
(1)商品の損益分岐点期間（商品保本期）の計算公式
単位当たり商品の保本期＝（売上総利益ー 1次性費用）+1B当たり経営
管理費
注：①売上総利益（毛利額）＝売上高一仕入高
②1次性費用（一次性費用額）＝運送費・雑費＋税金
これは各企業の状況によって異なるが，包装費と手数料は含められ
るべきである。なおこの 1次性費用は前章の李教授が提示していた
固定費と考えて差し支えがないだろう。
③1日当たり経営管理費用は，在庫期間に対応して増大していくも
のであり，李教授の 1日当たり変動費と同様のものと考えられる。
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(2)目標利益確保期間（保目標利潤期）計算公式
単位当たり商品の保目標利潤期
＝（売上総利益ー 1次性費用一目標利益）-=-1 B当たり経営管理費
単位当たり商品の目標利益＝販売価格x各種商品の目標利益率
各種商品の目標利益率＝各種商品の売上総利益率 X30% 
この会社全体の目標利益率は3％で，乎均売上総利益率は10％である。す
なわち両者の間には3%/10%=30％という比率が存在している。だから
各種類の商品にはそれぞれの売上総利益率に30％をかけると各種商品の目
標利益率となるというのである。
(3)適用方法
この会社は，現在まだ従業員の教育レベルが低く，現代的な設備も足り
ないため，「利益・費用・期間の測算表（利費時測算表）」を利用し，便宜
を図っているとのことである。
これはつぎの表4-2のような計算表である。
すなわち商品ごとの損益分岐点の在庫期間や目標利益を確保できる在庫
期間が上記の計算式で算出され，また30B, 90 B, 150日という在庫B数に
よって変わってくる利益と費用も表の中に記入され一目でわかるようにエ
夫されているのである。
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2.保本保利管理を組み合わせたいくつかの管理方法
この会社では保本保利期分析方法につぎのような管理方法を組み合わせ
活用してきたとのことである。
(l)ABC管理法
この方法は，よく知られた現代の管理技術の一つであり，その特徴は最
も重要なものを捜し当て管理することにある。これは「分類管理法」，「重
点管理法」とも呼ばれている。 1983年7月にこの会社が取り扱っている270
余りの商品を比較し，重点管理すべき32種類の商品を捜し当てた。この
ABC管理方法は，保本保利期管理法の前提条件ともいえる。というのは，
これをしないと取り扱い商品の種類が多くなるため，仕事が難しくなるか
らである。
(2)在庫品の期間報告法
この方法によって在庫品の在庫期間を定期的に調べる。適時に在庫品の
数量をコントロールし，期限をこえた商品を処理し，損失を減らさなけれ
ばならない。
(3)看板管理法
これは工業企業から学んだ科学的方法で伝達カードを利用し，関係者は
一目瞭然に指令の動きを把握することができるのである。
3.保本保利管理の運用範囲
最後に同社は，数年米の経営実践から，保本保利管理法が単純な在庫管
理手法を突破することができるものだと指摘する。経営過程中の購入，販
売，在庫の循環的管理にまで運用することができるというのである。
(1)商品の仕入を把握し，計画性をもって無目的な仕入を止める。
仕入をする場合，①前月在庫品数量の状況，②「利益・費用・時間の測
定と計算（利費時測算数）」，③市場の動向，などを考慮しなければならな
い。「利費時測算表」を活用することも重要である。
(2)最適な仕入場所とルートを選択し，売上総利益を高め，費用を減らす。
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(3)最適な販売戦略を選択する。
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(4)在庫品の量を圧縮させる。最適な在庫数量を確認し，全社の合理的な在
庫数量を決める。
以上， 1呆本保利期分析を利用し，大きな成果をおさめてきたという会社
の事例をみてきたが，そこでは独自の「利費時測算表」などに工夫がみら
れ，また各種在庫管理技法と有機的に結ぴ付けて活用してきたことが成功
の要因だったのであろう。
V むすぴに代えて
本稿は，中国の管理会計を対象としつつ，その中からあえて CVP分析の
現状とその特異な展開形態である「商品保本保利期分析法」を取り上げ，
紹介，検討してきた。商品の在庫期間つまり時間と費用，利益の関係を分
析するこの技法は，厳密には CVP分析とはいえないものかもしれないが，
そのテクニカルな発想の多くは CVP分析法に負っているものである。い
ずれにしろ商品在庫管理の一種としてもユニークなものだと思われる。ま
たこれを活用し，成果をあげたといわれる事例をも紹介してきたが，興味
深いものであった。
また本稿ではこの「尚品保本保利期分析法」の検討に先だって，中国管
理会計の現状と特徴を概観してきたが， CVP分析は中国において理論的に
も実践的にもかなり定着してきた管理会計技法となってきたことが明らか
になった。ただ管理会計テキストや文献を調査する中で不思議に思ったこ
とは，この「商品保本保利期分析法」に論及している文献がきわめて少な
いことであった。商業部（国内貿易部）系統以外では取り上げられること
も少ないようである。商業部系統が整備し，中国的簿記としてかつて隆盛
を誇った増減簿記法とは比較できないものの，増減簿記が姿を消した運命
をこの「商品保本保利期分析法」の現状は想起させるものである。前稿で
指摘したように，中国の管理会計の最も核心をなす特徴は責任会計の中に
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潜んでいるようであるが，こうした「商品保本保利期分析法」などのユニ
ークな技法を産みだした土壌や経済的背景にも目を向けていく必要がある
だろう。
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